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第４章　就学にかかわる事務手続
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２ 就学に関する法令 

(１) 障害者基本法(抄)    (昭和 45 年５月 21 日法律第 84 号） 

(２) 学校教育法(抄)     (昭和 22 年３月 31日法律第 26 号） 

(３) 学校教育法施行令(抄)  (昭和 28 年 10 月 31 日政令第 340 号) 

(４) 学校教育法施行規則(抄) (昭和 22 年５月 23 日文部省令第 11号) 

 

(１) 障害者基本法(抄)    (昭和 45 年５月 21 日法律第 84 号） 

  第十六条 国及び地方公共団体は，障害者が，その年齢及び能力に応じ，かつ，その特性を

踏まえた十分な教育が受けられるようにするため，可能な限り障害者である児童及び生徒

が障害者でない児童及び生徒と共に教育を受けられるよう配慮しつつ，教育の内容及び方

法の改善及び充実を図る等必要な施策を講じなければならない。  

２ 国及び地方公共団体は，前項の目的を達成するため，障害者である児童及び生徒並びに

その保護者に対し十分な情報の提供を行うとともに，可能な限りその意向を尊重しなけれ

ばならない。  

３ 国及び地方公共団体は，障害者である児童及び生徒と障害者でない児童及び生徒との交

流及び共同学習を積極的に進めることによつて，その相互理解を促進しなければならない。  

４ 国及び地方公共団体は，障害者の教育に関し，調査及び研究並びに人材の確保及び資質

の向上，適切な教材等の提供，学校施設の整備その他の環境の整備を促進しなければなら

ない。 

   

(２) 学校教育法(抄)     (昭和 22 年３月 31日法律第 26 号） 

 第十七条 保護者は，子の満六歳に達した日の翌日以後における最初の学年の初めから，満

十二歳に達した日の属する学年の終わりまで，これを小学校又は特別支援学校の小学部に

就学させる義務を負う。ただし，子が，満十二歳に達した日の属する学年の終わりまでに

小学校又は特別支援学校の小学部の課程を修了しないときは，満十五歳に達した日の属す

る学年の終わり（それまでの間において当該課程を修了したときは，その修了した日の属

する学年の終わり）までとする。  

② 保護者は，子が小学校又は特別支援学校の小学部の課程を修了した日の翌日以後におけ

る最初の学年の初めから，満十五歳に達した日の属する学年の終わりまで，これを中学校，

中等教育学校の前期課程又は特別支援学校の中学部に就学させる義務を負う。  

③ 前二項の義務の履行の督促その他これらの義務の履行に関し必要な事項は，政令で定め

る。 

第十八条 前条第一項又は第二項の規定によつて，保護者が就学させなければならない子（以

下それぞれ「学齢児童」又は「学齢生徒」という。）で，病弱，発育不完全その他やむを得

ない事由のため，就学困難と認められる者の保護者に対しては，市町村の教育委員会は，

文部科学大臣の定めるところにより，同条第一項又は第二項の義務を猶予又は免除するこ

とができる。 

 

第八章 特別支援教育 

第七十二条 特別支援学校は，視覚障害者，聴覚障害者，知的障害者，肢体不自由者又は病

弱者（身体虚弱者を含む。以下同じ。）に対して，幼稚園，小学校，中学校又は高等学校に

準ずる教育を施すとともに，障害による学習上又は生活上の困難を克服し自立を図るため

に必要な知識技能を授けることを目的とする。  
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第七十三条 特別支援学校においては，文部科学大臣の定めるところにより，前条に規定す

る者に対する教育のうち当該学校が行うものを明らかにするものとする。  

第七十四条 特別支援学校においては，第七十二条に規定する目的を実現するための教育を

行うほか，幼稚園，小学校，中学校，高等学校又は中等教育学校の要請に応じて，第八十

一条第一項に規定する幼児，児童又は生徒の教育に関し必要な助言又は援助を行うよう努

めるものとする。  

第七十五条 第七十二条に規定する視覚障害者，聴覚障害者，知的障害者，肢体不自由者又

は病弱者の障害の程度は，政令で定める。 

第七十六条 特別支援学校には，小学部及び中学部を置かなければならない。ただし，特別

の必要のある場合においては，そのいずれかのみを置くことができる。  

② 特別支援学校には，小学部及び中学部のほか，幼稚部又は高等部を置くことができ，ま

た，特別の必要のある場合においては，前項の規定にかかわらず，小学部及び中学部を置

かないで幼稚部又は高等部のみを置くことができる。 

第七十七条 特別支援学校の幼稚部の教育課程その他の保育内容，小学部及び中学部の教育

課程又は高等部の学科及び教育課程に関する事項は，幼稚園，小学校，中学校又は高等学

校に準じて，文部科学大臣が定める。  

第七十八条 特別支援学校には，寄宿舎を設けなければならない。ただし，特別の事情のあ

るときは，これを設けないことができる。 

第七十九条 寄宿舎を設ける特別支援学校には，寄宿舎指導員を置かなければならない。 

② 寄宿舎指導員は，寄宿舎における幼児，児童又は生徒の日常生活上の世話及び生活指導

に従事する。 

第八十条 都道府県は，その区域内にある学齢児童及び学齢生徒のうち，視覚障害者，聴覚

障害者，知的障害者，肢体不自由者又は病弱者で，その障害が第七十五条の政令で定める

程度のものを就学させるに必要な特別支援学校を設置しなければならない。 

第八十一条 幼稚園，小学校，中学校，高等学校及び中等教育学校においては，次項各号の

いずれかに該当する幼児，児童及び生徒その他教育上特別の支援を必要とする幼児，児童

及び生徒に対し，文部科学大臣の定めるところにより，障害による学習上又は生活上の困

難を克服するための教育を行うものとする。 

② 小学校，中学校，高等学校及び中等教育学校には，次の各号のいずれかに該当する児童

及び生徒のために，特別支援学級を置くことができる。  

一 知的障害者  

二 肢体不自由者  

三 身体虚弱者  

四 弱視者  

五 難聴者  

六 その他障害のある者で，特別支援学級において教育を行うことが適当なもの  

③ 前項に規定する学校においては，疾病により療養中の児童及び生徒に対して，特別支援

学級を設け，又は教員を派遣して，教育を行うことができる。 

第八十二条 第二十六条，第二十七条，第三十一条（第四十九条及び第六十二条において読

み替えて準用する場合を含む。），第三十二条，第三十四条（第四十九条及び第六十二条に

おいて準用する場合を含む。），第三十六条，第三十七条（第二十八条，第四十九条及び第

六十二条において準用する場合を含む。），第四十二条から第四十四条まで，第四十七条及

び第五十六条から第六十条までの規定は特別支援学校に，第八十四条の規定は特別支援学

校の高等部に，それぞれ準用する。 
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(３) 学校教育法施行令(抄)  (昭和 28 年 10 月 31 日政令第 340 号) 

第一章 就学義務 

第一節 学齢簿 

（学齢簿の編製）  

第一条 市（特別区を含む。以下同じ。）町村の教育委員会は，当該市町村の区域内に住所を

有する学齢児童及び学齢生徒（それぞれ学校教育法 （以下「法」という。）第十八条 に規

定する学齢児童及び学齢生徒をいう。以下同じ。）について，学齢簿を編製しなければなら

ない。  

２ 前項の規定による学齢簿の編製は，当該市町村の住民基本台帳に基づいて行なうものと

する。  

３ 市町村の教育委員会は，文部科学省令で定めるところにより，第一項の学齢簿を磁気デ

ィスク（これに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物を含む。

以下同じ。）をもつて調製することができる。  

４ 第一項の学齢簿に記載（前項の規定により磁気ディスクをもつて調製する学齢簿にあつ

ては，記録。以下同じ。）をすべき事項は，文部科学省令で定める。  

第二条 市町村の教育委員会は，毎学年の初めから五月前までに，文部科学省令で定める日

現在において，当該市町村に住所を有する者で前学年の初めから終わりまでの間に満六歳

に達する者について，あらかじめ，前条第一項の学齢簿を作成しなければならない。この

場合においては，同条第二項から第四項までの規定を準用する。  

第三条 市町村の教育委員会は，新たに学齢簿に記載をすべき事項を生じたとき，学齢簿に

記載をした事項に変更を生じたとき，又は学齢簿の記載に錯誤若しくは遺漏があるときは，

必要な加除訂正を行わなければならない。  

（児童生徒等の住所変更に関する届出の通知）  

第四条 第二条に規定する者，学齢児童又は学齢生徒（以下「児童生徒等」と総称する。）に

ついて，住民基本台帳法 （昭和四十二年法律第八十一号）第二十二条 又は第二十三条 の

規定による届出（第二条に規定する者にあつては，同条の規定により文部科学省令で定め

る日の翌日以後の住所地の変更に係るこれらの規定による届出に限る。）があつたときは，

市町村長（特別区にあつては区長とし，地方自治法 （昭和二十二年法律第六十七号）第二

百五十二条の十九第一項 の指定都市にあつてはその区の区長とする。）は，速やかにその

旨を当該市町村の教育委員会に通知しなければならない。 

 

第二節 小学校，中学校及び中等教育学校  

（入学期日等の通知，学校の指定）  

第五条 市町村の教育委員会は，就学予定者（法第十七条第一項 又は第二項 の規定により，

翌学年の初めから小学校，中学校，中等教育学校又は特別支援学校に就学させるべき者を

いう。以下同じ。）のうち，認定特別支援学校就学者（視覚障害者，聴覚障害者，知的障害

者，肢体不自由者又は病弱者（身体虚弱者を含む。）で，その障害が，第二十二条の三の表

に規定する程度のもの（以下「視覚障害者等」という。）のうち，当該市町村の教育委員会

が，その者の障害の状態，その者の教育上必要な支援の内容，地域における教育の体制の

整備の状況その他の事情を勘案して，その住所の存する都道府県の設置する特別支援学校

に就学させることが適当であると認める者をいう。以下同じ。）以外の者について，その保

護者に対し，翌学年の初めから二月前までに，小学校又は中学校の入学期日を通知しなけ

ればならない。  
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２ 市町村の教育委員会は，当該市町村の設置する小学校又は中学校（法第七十一条 の規定

により高等学校における教育と一貫した教育を施すもの（以下「併設型中学校」という。）

を除く。以下この項，次条第七号，第六条の三第一項，第七条及び第八条において同じ。）

が二校以上ある場合においては，前項の通知において当該就学予定者の就学すべき小学校

又は中学校を指定しなければならない。  

３ 前二項の規定は，第九条第一項又は第十七条の届出のあつた就学予定者については，適

用しない。  

第六条 前条の規定は，次に掲げる者について準用する。この場合において，同条第一項中

「翌学年の初めから二月前までに」とあるのは，「速やかに」と読み替えるものとする。  

一 就学予定者で前条第一項に規定する通知の期限の翌日以後に当該市町村の教育委員会

が作成した学齢簿に新たに記載されたもの又は学齢児童若しくは学齢生徒でその住所地

の変更により当該学齢簿に新たに記載されたもの（認定特別支援学校就学者及び当該市

町村の設置する小学校又は中学校に在学する者を除く。）  

二 次条第二項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒  

三 第六条の三第二項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒（同条第三項の通知に係る学

齢児童及び学齢生徒を除く。）  

四 第十条又は第十八条の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒（認定特別支援学校就学者

を除く。）  

五 第十二条第一項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒のうち，認定特別支援学校就学

者の認定をした者以外の者（同条第三項の通知に係る学齢児童及び学齢生徒を除く。）  

六 第十二条の二第一項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒のうち，認定特別支援学校

就学者の認定をした者以外の者（同条第三項の通知に係る学齢児童及び学齢生徒を除く。）  

七 小学校又は中学校の新設，廃止等によりその就学させるべき小学校又は中学校を変更

する必要を生じた児童生徒等  

第六条の二 特別支援学校に在学する学齢児童又は学齢生徒で視覚障害者等でなくなつたも

のがあるときは，当該学齢児童又は学齢生徒の在学する特別支援学校の校長は，速やかに，

当該学齢児童又は学齢生徒の住所の存する都道府県の教育委員会に対し，その旨を通知し

なければならない。  

２ 都道府県の教育委員会は，前項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒について，当該学

齢児童又は学齢生徒の住所の存する市町村の教育委員会に対し，速やかに，その氏名及び

視覚障害者等でなくなつた旨を通知しなければならない。 

第六条の三 特別支援学校に在学する学齢児童又は学齢生徒でその障害の状態，その者の教

育上必要な支援の内容，地域における教育の体制の整備の状況その他の事情の変化により

当該学齢児童又は学齢生徒の住所の存する市町村の設置する小学校又は中学校に就学する

ことが適当であると思料するもの（視覚障害者等でなくなつた者を除く。）があるときは，

当該学齢児童又は学齢生徒の在学する特別支援学校の校長は，速やかに，当該学齢児童又

は学齢生徒の住所の存する都道府県の教育委員会に対し，その旨を通知しなければならな

い。  

２ 都道府県の教育委員会は，前項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒について，当該学

齢児童又は学齢生徒の住所の存する市町村の教育委員会に対し，速やかに，その氏名及び

同項の通知があつた旨を通知しなければならない。  

３ 市町村の教育委員会は，前項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒について，当該特別

支援学校に引き続き就学させることが適当であると認めたときは，都道府県の教育委員会

に対し，速やかに，その旨を通知しなければならない。  
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４ 都道府県の教育委員会は，前項の通知を受けたときは，第一項の校長に対し，速やかに，

その旨を通知しなければならない。  

第六条の四 学齢児童及び学齢生徒のうち視覚障害者等で小学校，中学校又は中等教育学校

に在学するもののうち視覚障害者等でなくなつたものがあるときは，その在学する小学校，

中学校又は中等教育学校の校長は，速やかに，当該学齢児童又は学齢生徒の住所の存する

市町村の教育委員会に対し，その旨を通知しなければならない。  

第七条 市町村の教育委員会は，第五条第一項（第六条において準用する場合を含む。）の通

知と同時に，当該児童生徒等を就学させるべき小学校又は中学校の校長に対し，当該児童

生徒等の氏名及び入学期日を通知しなければならない。  

第八条 市町村の教育委員会は，第五条第二項（第六条において準用する場合を含む。）の場

合において，相当と認めるときは，保護者の申立により，その指定した小学校又は中学校

を変更することができる。この場合においては，すみやかに，その保護者及び前条の通知

をした小学校又は中学校の校長に対し，その旨を通知するとともに，新たに指定した小学

校又は中学校の校長に対し，同条の通知をしなければならない。 

（区域外就学等）  

第九条 児童生徒等をその住所の存する市町村の設置する小学校又は中学校（併設型中学校

を除く。）以外の小学校，中学校又は中等教育学校に就学させようとする場合には，その保

護者は，就学させようとする小学校，中学校又は中等教育学校が市町村又は都道府県の設

置するものであるときは当該市町村又は都道府県の教育委員会の，その他のものであると

きは当該小学校，中学校又は中等教育学校における就学を承諾する権限を有する者の承諾

を証する書面を添え，その旨をその児童生徒等の住所の存する市町村の教育委員会に届け

出なければならない。  

２ 市町村の教育委員会は，前項の承諾（当該市町村の設置する小学校又は中学校（併設型

中学校を除く。）への就学に係るものに限る。）を与えようとする場合には，あらかじめ，

児童生徒等の住所の存する市町村の教育委員会に協議するものとする。  

第十条 学齢児童及び学齢生徒でその住所の存する市町村の設置する小学校又は中学校（併

設型中学校を除く。）以外の小学校若しくは中学校又は中等教育学校に在学するものが，小

学校若しくは中学校又は中等教育学校の前期課程の全課程を修了する前に退学したときは，

当該小学校若しくは中学校又は中等教育学校の校長は，速やかに，その旨を当該学齢児童

又は学齢生徒の住所の存する市町村の教育委員会に通知しなければならない。 

 

第三節 特別支援学校 

（特別支援学校への就学についての通知）  

第十一条 市町村の教育委員会は，第二条に規定する者のうち認定特別支援学校就学者につ

いて，都道府県の教育委員会に対し，翌学年の初めから三月前までに，その氏名及び特別

支援学校に就学させるべき旨を通知しなければならない。  

２ 市町村の教育委員会は，前項の通知をするときは，都道府県の教育委員会に対し，同項

の通知に係る者の学齢簿の謄本（第一条第三項の規定により磁気ディスクをもつて学齢簿

を調製している市町村の教育委員会にあつては，その者の学齢簿に記録されている事項を

記載した書類）を送付しなければならない。  

３ 前二項の規定は，第九条第一項又は第十七条の届出のあつた者については，適用しない。 

第十一条の二 前条の規定は，小学校に在学する学齢児童のうち視覚障害者等で翌学年の初

めから特別支援学校の中学部に就学させるべき者として認定特別支援学校就学者の認定を

したものについて準用する。  
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第十一条の三 第十一条の規定は，第二条の規定により文部科学省令で定める日の翌日以後

の住所地の変更により当該市町村の教育委員会が作成した学齢簿に新たに記載された児童

生徒等のうち認定特別支援学校就学者について準用する。この場合において，第十一条第

一項中「翌学年の初めから三月前までに」とあるのは，「翌学年の初めから三月前までに（翌

学年の初日から三月前の応当する日以後に当該学齢簿に新たに記載された場合にあつては，

速やかに）」と読み替えるものとする。  

２ 第十一条の規定は，第十条又は第十八条の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒のうち認

定特別支援学校就学者について準用する。この場合において，第十一条第一項中「翌学年

の初めから三月前までに」とあるのは，「速やかに」と読み替えるものとする。  

第十二条 小学校，中学校又は中等教育学校に在学する学齢児童又は学齢生徒で視覚障害者

等になつたものがあるときは，当該学齢児童又は学齢生徒の在学する小学校，中学校又は

中等教育学校の校長は，速やかに，当該学齢児童又は学齢生徒の住所の存する市町村の教

育委員会に対し，その旨を通知しなければならない。  

２ 第十一条の規定は，前項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒のうち認定特別支援学校

就学者の認定をした者について準用する。この場合において，同条第一項中「翌学年の初

めから三月前までに」とあるのは，「速やかに」と読み替えるものとする。  

３ 第一項の規定による通知を受けた市町村の教育委員会は，同項の通知を受けた学齢児童

又は学齢生徒について現に在学する小学校，中学校又は中等教育学校に引き続き就学させ

ることが適当であると認めたときは，同項の校長に対し，その旨を通知しなければならな

い。  

第十二条の二 学齢児童及び学齢生徒のうち視覚障害者等で小学校，中学校又は中等教育学

校に在学するもののうち，その障害の状態，その者の教育上必要な支援の内容，地域にお

ける教育の体制の整備の状況その他の事情の変化によりこれらの小学校，中学校又は中等

教育学校に就学させることが適当でなくなつたと思料するものがあるときは，当該学齢児

童又は学齢生徒の在学する小学校，中学校又は中等教育学校の校長は，当該学齢児童又は

学齢生徒の住所の存する市町村の教育委員会に対し，速やかに，その旨を通知しなければ

ならない。  

２ 第十一条の規定は，前項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒のうち認定特別支援学校

就学者の認定をした者について準用する。この場合において，同条第一項中「翌学年の初

めから三月前までに」とあるのは，「速やかに」と読み替えるものとする。  

３ 第一項の規定による通知を受けた市町村の教育委員会は，同項の通知を受けた学齢児童

又は学齢生徒について現に在学する小学校，中学校又は中等教育学校に引き続き就学させ

ることが適当であると認めたときは，同項の校長に対し，その旨を通知しなければならな

い。  

（学齢簿の加除訂正の通知）  

第十三条 市町村の教育委員会は，第十一条第一項（第十一条の二，第十一条の三，第十二

条第二項及び前条第二項において準用する場合を含む。）の通知に係る児童生徒等について

第三条の規定による加除訂正をしたときは，速やかに，都道府県の教育委員会に対し，そ

の旨を通知しなければならない。  

（区域外就学等の届出の通知）  

第十三条の二 市町村の教育委員会は，第十一条第一項（第十一条の二，第十一条の三，第

十二条第二項及び第十二条の二第二項において準用する場合を含む。）の通知に係る児童生

徒等について，その通知の後に第九条第一項又は第十七条の届出があつたときは，速やか

に，都道府県の教育委員会に対し，その旨を通知しなければならない。  
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（特別支援学校の入学期日等の通知，学校の指定）  

第十四条 都道府県の教育委員会は，第十一条第一項（第十一条の二，第十一条の三，第十

二条第二項及び第十二条の二第二項において準用する場合を含む。）の通知を受けた児童生

徒等及び特別支援学校の新設，廃止等によりその就学させるべき特別支援学校を変更する

必要を生じた児童生徒等について，その保護者に対し，第十一条第一項（第十一条の二に

おいて準用する場合を含む。）の通知を受けた児童生徒等にあつては翌学年の初めから二月

前までに，その他の児童生徒等にあつては速やかに特別支援学校の入学期日を通知しなけ

ればならない。  

２ 都道府県の教育委員会は，当該都道府県の設置する特別支援学校が二校以上ある場合に

おいては，前項の通知において当該児童生徒等を就学させるべき特別支援学校を指定しな

ければならない。  

３ 前二項の規定は，前条の通知を受けた児童生徒等については，適用しない。 

第十五条 都道府県の教育委員会は，前条第一項の通知と同時に，当該児童生徒等を就学さ

せるべき特別支援学校の校長及び当該児童生徒等の住所の存する市町村の教育委員会に対

し，当該児童生徒等の氏名及び入学期日を通知しなければならない。  

２ 都道府県の教育委員会は，前条第二項の規定により当該児童生徒等を就学させるべき特

別支援学校を指定したときは，前項の市町村の教育委員会に対し，同項に規定する事項の

ほか，その指定した特別支援学校を通知しなければならない。  

第十六条 都道府県の教育委員会は，第十四条第二項の場合において，相当と認めるときは，

保護者の申立により，その指定した特別支援学校を変更することができる。この場合にお

いては，速やかに，その保護者並びに前条の通知をした特別支援学校の校長及び市町村の

教育委員会に対し，その旨を通知するとともに，新たに指定した特別支援学校の校長に対

し，同条第一項の通知をしなければならない。  

（区域外就学等）  

第十七条 児童生徒等のうち視覚障害者等をその住所の存する都道府県の設置する特別支援

学校以外の特別支援学校に就学させようとする場合には，その保護者は，就学させようと

する特別支援学校が他の都道府県の設置するものであるときは当該都道府県の教育委員会

の，その他のものであるときは当該特別支援学校における就学を承諾する権限を有する者

の就学を承諾する書面を添え，その旨をその児童生徒等の住所の存する市町村の教育委員

会に届け出なければならない。  

第十八条 学齢児童及び学齢生徒のうち視覚障害者等でその住所の存する都道府県の設置す

る特別支援学校以外の特別支援学校に在学するものが，特別支援学校の小学部又は中学部

の全課程を修了する前に退学したときは，当該特別支援学校の校長は，速やかに，その旨

を当該学齢児童又は学齢生徒の住所の存する市町村の教育委員会に通知しなければならな

い。 

 

第三節の二 保護者及び視覚障害者等の就学に関する専門的知識を有する者の意見聴取 

第十八条の二 市町村の教育委員会は，児童生徒等のうち視覚障害者等について，第五条（第

六条（第二号を除く。）において準用する場合を含む。）又は第十一条第一項（第十一条の

二，第十一条の三，第十二条第二項及び第十二条の二第二項において準用する場合を含む。）

の通知をしようとするときは，その保護者及び教育学，医学，心理学その他の障害のある

児童生徒等の就学に関する専門的知識を有する者の意見を聴くものとする。 
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第五節 就学義務の終了  

（全課程修了者の通知）  

第二十二条 小学校，中学校，中等教育学校及び特別支援学校の校長は，毎学年の終了

後，速やかに，小学校，中学校，中等教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部

若しくは中学部の全課程を修了した者の氏名をその者の住所の存する市町村の教育委

員会に通知しなければならない。 

 

第二章 視覚障害者等の障害の程度  

第二十二条の三 法第七十五条 の政令で定める視覚障害者，聴覚障害者，知的障害者，肢体

不自由者又は病弱者の障害の程度は，次の表に掲げるとおりとする。 

区 分 障害の程度 

視覚障害者 

両眼の視力がおおむね〇・三未満のもの又は視力以外の視機能障害が高度の

もののうち，拡大鏡等の使用によつても通常の文字，図形等の視覚による認

識が不可能又は著しく困難な程度のもの  

聴覚障害者 

両耳の聴力レベルがおおむね六〇デシベル以上のもののうち，補聴器等の使

用によつても通常の話声を解することが不可能又は著しく困難な程度のも

の 

知的障害者 

一 知的発達の遅滞があり，他人との意思疎通が困難で日常生活を営むのに

頻繁に援助を必要とする程度のもの 

二 知的発達の遅滞の程度が前号に掲げる程度に達しないもののうち，社会

生活への適応が著しく困難なもの 

肢体不自由者 

一 肢体不自由の状態が補装具の使用によつても歩行，筆記等日常生活にお

ける基本的な動作が不可能又は困難な程度のもの 

二 肢体不自由の状態が前号に掲げる程度に達しないもののうち，常時の医

学的観察指導を必要とする程度のもの 

病弱者 

一 慢性の呼吸器疾患，腎臓疾患及び神経疾患，悪性新生物その他の疾患の

状態が継続して医療又は生活規制を必要とする程度のもの 

二 身体虚弱の状態が継続して生活規制を必要とする程度のもの 

備考 

一 視力の測定は，万国式試視力表によるものとし，屈折異常があるものについては，矯

正視力によつて測定する。 

二 聴力の測定は，日本工業規格によるオージオメータによる。 

 

(４) 学校教育法施行規則(抄) (昭和 22 年５月 23 日文部省令第 11号) 

第二章 義務教育 

第三十条 学校教育法施行令第一条第一項 の学齢簿に記載（同条第三項 の規定により磁気

ディスクをもつて調製する学齢簿にあつては，記録。以下同じ。）をすべき事項は，次の各

号に掲げる区分に応じ，当該各号に掲げる事項とする。  

一 学齢児童又は学齢生徒に関する事項 氏名，現住所，生年月日及び性別  

二 保護者に関する事項 氏名，現住所及び保護者と学齢児童又は学齢生徒との関係  

三 就学する学校に関する事項 

イ 当該市町村の設置する小学校又は中学校（併設型中学校を除く。）に就学する者に

ついて，当該学校の名称並びに当該学校に係る入学，転学及び卒業の年月日 
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ロ 学校教育法施行令第九条 に定める手続きにより当該市町村の設置する小学校又は

中学校（併設型中学校を除く。）以外の小学校，中学校又は中等教育学校に就学する者

について，当該学校及びその設置者の名称並びに当該学校に係る入学，転学，退学及

び卒業の年月日 

ハ 特別支援学校の小学部又は中学部に就学する者について，当該学校及び部並びに当

該学校の設置者の名称並びに当該部に係る入学，転学，退学及び卒業の年月日 

四 就学の督促等に関する事項 学校教育法施行令第二十条 又は第二十一条 の規定に基

づき就学状況が良好でない者等について，校長から通知を受けたとき，又は就学義務の

履行を督促したときは，その旨及び通知を受け，又は督促した年月日  

五 就学義務の猶予又は免除に関する事項 学校教育法第十八条 の規定により保護者が

就学させる義務を猶予又は免除された者について，猶予の年月日，事由及び期間又は免

除の年月日及び事由並びに猶予又は免除された者のうち復学した者については，その年

月日  

六 その他必要な事項 市町村の教育委員会が学齢児童又は学齢生徒の就学に関し必要と

認める事項  

２ 学校教育法施行令第二条 に規定する者について作成する学齢簿に記載をすべき事項に

ついては，前項第一号，第二号及び第六号の規定を準用する。 

第三十一条 学校教育法施行令第二条 の規定による学齢簿の作成は，十月一日現在において

行うものとする。 

第三十二条 市町村の教育委員会は，学校教育法施行令第五条第二項 （同令第六条 におい

て準用する場合を含む。次項において同じ。）の規定により就学予定者の就学すべき小学校

又は中学校（次項において「就学校」という。）を指定する場合には，あらかじめ，その保

護者の意見を聴取することができる。この場合においては，意見の聴取の手続に関し必要

な事項を定め，公表するものとする。  

２ 市町村の教育委員会は，学校教育法施行令第五条第二項 の規定による就学校の指定に係

る通知において，その指定の変更についての同令第八条 に規定する保護者の申立ができる

旨を示すものとする。 

第三十三条 市町村の教育委員会は，学校教育法施行令第八条 の規定により，その指定した

小学校又は中学校を変更することができる場合の要件及び手続に関し必要な事項を定め，

公表するものとする。 

第三十四条 学齢児童又は学齢生徒で，学校教育法第十八条 に掲げる事由があるときは，そ

の保護者は，就学義務の猶予又は免除を市町村の教育委員会に願い出なければならない。

この場合においては，当該市町村の教育委員会の指定する医師その他の者の証明書等その

事由を証するに足る書類を添えなければならない。 

第三十五条 学校教育法第十八条 の規定により保護者が就学させる義務を猶予又は免除さ

れた子について，当該猶予の期間が経過し，又は当該猶予若しくは免除が取り消されたと

きは，校長は，当該子を，その年齢及び心身の発達状況を考慮して，相当の学年に編入す

ることができる。 

 

第八章 特別支援教育 

第百三十八条 小学校若しくは中学校又は中等教育学校の前期課程における特別支援学級に

係る教育課程については，特に必要がある場合は，第五十条第一項，第五十一条及び第五

十二条の規定並びに第七十二条から第七十四条までの規定にかかわらず，特別の教育課程

によることができる。 
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第百三十九条 前条の規定により特別の教育課程による特別支援学級においては，文部科学

大臣の検定を経た教科用図書を使用することが適当でない場合には，当該特別支援学級を

置く学校の設置者の定めるところにより，他の適切な教科用図書を使用することができる。 

第百四十条 小学校若しくは中学校又は中等教育学校の前期課程において，次の各号のいず

れかに該当する児童又は生徒（特別支援学級の児童及び生徒を除く。）のうち当該障害に応

じた特別の指導を行う必要があるものを教育する場合には，文部科学大臣が別に定めると

ころにより，第五十条第一項，第五十一条及び第五十二条の規定並びに第七十二条から第

七十四条までの規定にかかわらず，特別の教育課程によることができる。  

一 言語障害者  

二 自閉症者  

三 情緒障害者  

四 弱視者  

五 難聴者  

六 学習障害者  

七 注意欠陥多動性障害者  

八 その他障害のある者で，この条の規定により特別の教育課程による教育を行うことが

適当なもの 

第百四十一条 前条の規定により特別の教育課程による場合においては，校長は，児童又は

生徒が，当該小学校，中学校又は中等教育学校の設置者の定めるところにより他の小学校，

中学校，中等教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部若しくは中学部において受け

た授業を，当該小学校若しくは中学校又は中等教育学校の前期課程において受けた当該特

別の教育課程に係る授業とみなすことができる。 


